
令和２年度射水市予算（案）の概要

資料１



Ⅰ 予算規模

1

区 分 令和２年度 令和元年度 増 減 伸 率

一般会計 42,364,000 43,145,000 △781,000 △1.8

特別会計 34,541,335 34,584,318 △42,983 △0.1

合 計 76,905,335 77,729,318 △823,983 △1.1

（単位：千円、％）

～Point～（一般会計）
☞ 予算額は、前年度予算額と比べ７億8,100万円の減（△1.8%）となり、３年ぶりに減と

なった。
☞ 「Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０」や「ＳＤＧｓ」といった新たな視点を踏まえるとともに、関係人口の創出を

図る事業や、地域資源を活用した人づくり、将来を担う子どもたちの教育・保育に係る
環境づくりに関する事業など、本市の発展の歩みを着実に推進し、さらなる成長につなげて
いく事業について、

「新たな時代を切り拓くいみず特別枠」
を創設し、重点的な予算配分を行った。



Ⅱ 一般会計（歳入）

２

１ 総括

区 分 令和２年度 令和元年度 増 減 伸 率

市 税 14,927,724 14,803,896 123,828 0.8

地 方 譲 与 税 ・
交 付 金

2,640,500 2,440,000 200,500 8.2

地 方 交 付 税 7,740,000 7,780,000 △40,000 △0.5

国 ・ 県 支 出 金 6,786,034 7,274,134 △488,100 △6.7

そ の 他 収 入 3,429,542 3,249,070 180,472 5.6

市 債 6,840,200 7,597,900 △757,700 △10.0

合 計 42,364,000 43,145,000 △781,000 △1.8

（単位：千円、％）



Ⅱ 一般会計（歳入）
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区 分 令和２年度 令和元年度 増 減 伸 率

個 人 市 民 税 4,615,000 4,549,000 66,000 1.5

法 人 市 民 税 960,900 1,059,900 △99,000 △9.3

固 定 資 産 税 8,527,324 8,348,096 179,228 2.1

軽 自 動 車 税 292,500 269,900 22,600 8.4

市 た ば こ 税 509,000 555,000 △46,000 △8.3

入 湯 税 23,000 22,000 1,000 4.5

合 計 14,927,724 14,803,896 123,828 0.8

⑴ 市税

～Point～
☞ 税制改正に伴い法人市民税で減収が見込まれる一方で、個人市民税は、景気回復の

影響等により、また、固定資産税は、企業の設備投資等により、それぞれ増収を見込んで
おり、市税全体で1億2,382万8千円の増収（+0.8%）を見込んでいる。

（単位：千円、％）

２ 主要一般財源



Ⅱ 一般会計（歳入）
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区 分 令和２年度 令和元年度 増 減 伸 率

地方揮発油譲与税 85,000 93,000 △8,000 △8.6

自動車重量譲与税 224,000 230,000 △6,000 △2.6

特 別 と ん 譲 与 税 30,000 34,000 △4,000 △11.8

森 林 環 境 譲 与 税 8,500 0 8,500 皆増

合 計 347,500 357,000 △9,500 △2.7

① 地方譲与税 （単位：千円、％）

２ 主要一般財源
⑵ 地方譲与税及び交付金

～Point～
☞ 地方譲与税は、国の地方財政計画等を踏まえ、全体で950万円の減（△2.7%）を見込ん

でいる。なお、森林環境譲与税は、温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等を
図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、平成31年３月に
創設されたもの。



Ⅱ 一般会計（歳入）
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区 分 令和２年度 令和元年度 増 減 伸 率

利 子 割 交 付 金 12,000 16,000 △4,000 △25.0

配 当 割 交 付 金 50,000 55,000 △5,000 △9.1

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 27,000 44,000 △17,000 △38.6

法 人 事 業 税 交 付 金 100,000 0 100,000 皆増

地 方 消 費 税 交 付 金 1,940,000 1,750,000 190,000 10.9

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 39,000 42,000 △3,000 △7.1

環 境 性 能 割 交 付 金 27,000 17,000 10,000 58.8

地 方 特 例 交 付 金 87,000 102,000 △15,000 △14.7

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 11,000 12,000 △1,000 △8.3

（ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ） 0 45,000 △45,000 皆減

合 計 2,293,000 2,083,000 210,000 10.1

～Point～
☞ 交付金は、消費税率の引上げによる地方消費税交付金の増、また、消費税率の引上げ

に伴う法人住民税法人税割に係る減収補填措置として法人事業税交付金が創設された
ことから、全体で2億1,000万円の増（+10.1%）を見込んでいる。

（単位：千円、％）

２ 主要一般財源
⑵ 地方譲与税及び交付金

② 交付金



Ⅱ 一般会計（歳入）
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区 分 令和２年度 令和元年度 増 減 伸 率

普 通 交 付 税 6,540,000 6,560,000 △20,000 △0.3

特 別 交 付 税 1,200,000 1,220,000 △20,000 △1.6

合 計 7,740,000 7,780,000 △40,000 △0.5

（単位：千円、％）

２ 主要一般財源
⑶ 地方交付税

～Point～
☞ 普通交付税は、国の地方財政計画により増を見込む一方で、市税等の増収や一本算定

の影響を踏まえ、2,000万円の減（△0.3％）を見込んでいる。
☞ 特別交付税は、過去の決算推移等を踏まえ、2,000万円の減（△1.6％）を見込んでいる。



Ⅱ 一般会計（歳入）
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区 分 令和２年度 令和元年度 増 減 伸 率

借 入 予 定 額 6,840,200 7,597,900 △757,700 △10.0

年 度 末 残 高 64,267,24２ 62,236,853 2,030,389 3.3

（単位：千円、％）
３ 市債

～Point～
☞ コミュニティセンターや新斎場の整備、中学校長寿命化工事等に充てる合併特例事業債

を35億8,900万円、普通交付税の代替財源である臨時財政対策債を1０億４,000万円
計上している。市債全体では、投資的経費の減などに伴い、前年度比△7億5,770万円
の減（△10.0％）を見込んでいる。



Ⅱ 一般会計（歳入）
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Ⅲ 一般会計（歳出）
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区 分 令和２年度 令和元年度 増 減 伸 率

人 件 費 ５,６４８,５９９ 5,051,255 ５９７,３４４ 11.8

扶 助 費 7,208,599 7,288,190 △７９,５９１ △1.1

公 債 費 5,266,480 5,461,764 △195,284 △3.6

投 資 的 経 費 8,378,620 9,242,263 △863,643 △9.3

そ の 他 経 費 15,861,702 16,101,528 △239,826 △1.5

合 計 42,364,000 43,145,000 △781,000 △1.8

（単位：千円、％）
１ 総括

～Point～
☞ 人件費は、会計年度任用職員制度の開始によるその他経費から人件費への振替等に

伴い、5億9,734万4千円の増（+11.8%）となっている。
☞ 扶助費は、児童手当等給付費の減が見込まれることから、7,959万1千円の減（△1.1%）と

なっているが、今後高齢化の進行に伴い、後期高齢者医療事業特別会計及び介護保険
事業特別会計への繰出金を含めた社会保障関係費については、増加していく見通し。

☞ 公債費は、１億9,528万4千円の減（△3.６%）となっている。
☞ 投資的経費は、新斎場をはじめとした各施設の整備に取り組む一方で、小杉社会福祉会館

改修・改築事業が終了したことなどにより、8億6,364万3千円の減（△9.3%）となっている。



Ⅲ 一般会計（歳出）
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～Point～

☞ 奨学資金貸与事業（保育従事者）、フットボールセンター整備事業、
（補正）高速大容量通信ネットワーク及び電源キャビネット整備（小中学校） 等

「いみず 未来 活力予算」
と位置付け、射水市の成長をより確かにする事業に重点的に予算を配分

豊かな心を育み誰もが輝くまち1

☞ 奨学資金貸与事業（介護従事者） 、ひきこもり支援対策事業 等
健康でみんなが支え合うまち2

☞ 国際交流コーディネーター設置、射水創業サポートセミナー 等
個性に満ちた活気あふれるまち３

☞ 斎場整備事業、プラスチック資源循環推進事業、通学路交通安全プログラム対策事業 等
潤いのある安心して暮らせるまち4

☞ 高齢者と観光客が融合するまち「射水」創造事業（周遊バスの実証実験、キッチンカー
を利用した創業者支援）、まちの未来創造モデル事業（本江地区）（社会福祉法人による
旧足洗老人福祉センター跡地、温泉資源を活用した交流施設整備） 等

みんなで創る開かれたまち5

２ 重点施策


